
 

決算書掲載頁　P215・P223・P229・P233

障がいの有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の基礎をつくる。
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支援や配慮を要する園児とその保護者

支援教育を担当する者の確保に努める。
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細事業：支援教育推進事業(幼)                    

１．嘱託職員の配置 

市立幼稚園に支援教育を担当する嘱託職員（保育業務２人）を配置した。 


